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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 
１【主要な経営指標等の推移】 

 （注）１. 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい
ては記載しておりません。 

２. 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

回次 
第８期 
第２四半期 
累計期間 

第８期 
第２四半期 
会計期間 

第７期 

会計期間 自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日 

自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日 

自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日 

売上高（千円） 370,523 238,143 878,713 

経常利益（千円） 101,453 86,420 439,361 

四半期（当期）純利益（千円） 14,168 6,029 259,002 

持分法を適用した場合の投資利益
（千円） 

－ － － 

資本金（千円） － 509,375 509,375 

発行済株式総数（株） － 83,500 83,500 

純資産額（千円） － 1,569,634 1,682,995 

総資産額（千円） － 1,745,228 1,819,006 

１株当たり純資産額（円） － 18,798.02 20,155.63 

１株当たり四半期（当期）純利益
金額（円） 

169.67 72.21 3,233.33 

潜在株式調整後１株当たり四半期
（当期）純利益金額（円） 

160.13 70.6 3,145.03 

１株当たり配当額（円） － 0 1,554 

自己資本比率（％） － 89.8 92.5 

営業活動によるキャッシュ・フロ
ー（千円） 

△24,586 － 209,756 

投資活動によるキャッシュ・フロ
ー（千円） 

△151,703 － △1,320,606 

財務活動によるキャッシュ・フロ
ー（千円） 

△7,453 － 482,653 

現金及び現金同等物の四半期末
（期末）残高（千円） 

－ 40,345 224,088 

従業員数（人） － 28 18 
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２【事業の内容】 

当第２四半期会計期間において当社は、組込みデータベース事業に進出いたしました。 

エンサーク株式会社より取得した組込みデータベース ソフトウェア製品であるDeviceSQLの知的所有権等と、これ

までに当社が蓄積したノウハウを組込みデータベース事業に生かすことで、当該事業に貢献するとともに、当社の業

容の拡大を図ることが可能であると判断したものです。  

 この結果、ゲーム分野、デジタル家電分野、ワイヤレス分野、組込みデータベース分野の４分野に関係する事業を
営むこととなりました。 

  

３【関係会社の状況】 

該当事項はありません。 

  

４【従業員の状況】 

提出会社の状況 

（注）１．従業員数は、就業人員です。 
２．従業員数が当第２四半期会計期間において７名増加したのは、業容拡大に伴う中途採用によるもので
す。 

  

平成20年９月30日現在

従業員数（人） 28  
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第２【事業の状況】 
１【生産、受注及び販売の状況】 

（注）平成20年３月期第２四半期については、四半期決算を行っていないため、前年同期比の記載を省略しておりま 
   す。 

  
(1）生産実績 
 当第２四半期会計期間の生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりです。 

（注）１．金額は販売価格によっております。 
２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
３．ソフトウェア使用許諾及びサポートについては、生産という概念と馴染まないため記載しておりませ
ん。 

(2）受注状況 
 当第２四半期会計期間の受注状況を事業部門別に示すと、次のとおりです。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
２．ソフトウェア使用許諾及びサポートについては、受注という概念と馴染まないため記載しておりませ
ん。 

(3）販売実績 
 当第２四半期会計期間の販売実績を事業の部門別に示すと、次のとおりです。 

 （注）１．上記の金額には消費税等は含まれておりません。 
２．当第２四半期会計期間の主要な販売先及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりで
す。 

  

事業部門別 金額（千円） 前年同期比（％） 

ソフトウェア受託開発 33,909 － 

事業部門別 受注高（千円） 前年同期比
（％） 

受注残高 
（千円） 

前年同期比
（％） 

ソフトウェア受託開発 23,000 － 11,500 － 

事業部門別 金額（千円） 前年同期比（％） 

ソフトウェア使用許諾 191,539 － 

サポート 11,603 － 

ソフトウェア受託開発 35,000 － 

合計 238,143 － 

相手先 

当第2四半期会計期間 
（自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日） 

金額（千円） 割合（％） 

任天堂株式会社 189,479 79.6 

株式会社ルネサステクノロジ  9,135 3.8 
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２【経営上の重要な契約等】 

当第２四半期会計期間における、経営上の重要な契約等は次のとおりです。 

  資産譲渡契約の締結         
 当社は、エンサーク株式会社より組込みデータベースソフトウェア製品であるDeviceSQLの知的所有権等を
取得し、当該事業に進出いたしました。これまで当社が蓄積したノウハウを組込みデータベース事業に生かす
ことで、当該事業に貢献するとともに、売上高の大半を携帯ゲーム分野に依存しているという当社の事業構造
を改善し、業容の拡大を図ることを目的としております。 

  

３【財政状態及び経営成績の分析】 

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。 

(1）業績の状況 
 当第２四半期会計期間は、任天堂株式会社に対する売上高を中心に191,539千円のソフトウェア使用許諾売上
高を計上しました。また、株式会社ルネサステクノロジなどへのサポート売上高として11,603千円、スカパー
JSAT株式会社などへの受託開発売上高として35,000千円を計上しております。 

 ゲーム分野においては、ニンテンドーＤＳ向けWi-Fi対応ゲームソフトの販売が堅調に推移しました。また、任
天堂株式会社が発売されたニンテンドーＤＳｉにも当社製通信ソフトウェアをご採用いただいております。 

 デジタル家電分野においては、前事業年度から継続しているプロジェクトが順調に進捗しております。大手電
機メーカーによるAV NOEの試作評価が進捗し、来年度に量産される製品への搭載が内定しました。また、スカパ
ーJSAT株式会社に対して情報提供を行い、同社が開始した「スカパー！HD録画」サービスに対応した受信機及び
録画機器への接続リファレンス機を開発・納品しております。新しい試みとして、Apple社のiPhone向けにDLNA対
応DMPを開発し、CEATEC JAPAN 2008において参考出品いたしました。 

 ワイヤレス関連では、UbiquitousAIR NOEやWPA、WPSなどの拡販に注力した結果、国内大手デジタルカメラメー
カーや欧州のプラットフォーム・メーカーにUbiquitousAIR WPSをご採用いただきました。UbiquitousAIR WPSを
搭載した国内大手デジタルカメラメーカーの製品は、既に量産・発売されております。一方、UbiquitousAIR NOE
は、株式会社ルネサステクノロジのRFモジュールやキーストリーム株式会社の新しい無線LANベースバンドMACプ
ロセッサに採用されました。 

 そしてゲーム、デジタル家電、ワイヤレスに次ぐ新しい柱とすべく組込みデータベース事業を開始いたしまし
た。事業の開始に先立ち、エンサーク株式会社より同社が企画開発したDeviceSQLに関する一切の権利を取得して
おります。平成20年9月より営業を開始し、同月より売上高を計上しております 

 その他の分野では、NECエレクトロニクス株式会社の新しい半導体向けにUSB製品UbiquitousCONNECTを開発し、
ESEC2008及びET-WEST2008で展示を行いました。 

 営業費用面では、役員及び従業員等あわせて36名の人件費として82,904千円を計上し、経費として、不動産賃
借料18,754千円等を計上しました。なお、これらの人件費・経費のうち、研究開発費は23,790千円です。 

 また、アクアキャスト株式会社及び株式会社イーラボ・エクスペリエンスの株式について投資有価証券評価損
として、78,241千円を特別損失に計上しました。これは、当社が保有する非上場株式につき減損処理をしたこと
よるものです。 

 以上の結果、当第２四半期会計期間の売上高238,143千円、営業利益85,883千円、経常利益86,420千円、当第２
四半期純利益は6,029千円となりました。 

  

相手方の名称 国名 取得資産 契約締結日 契約内容 購入価格（消費税含） 

エンサーク 

株式会社 
日本 

DeviceSQLの 

知的所有権等 

平成20年 

８月28日 

DeviceSQLの知的所有権

等の譲受 

定額支払 112,350,000円 

売上高比例対価（上限） 

     93,000,000円 
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(2）キャッシュ・フローの状況 
  
 当第２四半期累計期間における現金及び現金同等物は（以下「資金」という。）は、前事業年度末に比べ 
183,743千円減少し、40,345千円となりました。 

 当第２四半期会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 
 営業活動によるキャッシュ・フローは、11,694千円の減少となりました。これは、税引前当第２四半期純利益
9,403千円、及び有価証券及び投資有価証券評価損81,021千円などの計上があったものの、売上債権が84,907千
円増加し、預り金が17,715千円減少したことなどによるものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、117,572千円の減少となりました。これは、主に販売用ソフトウェア
の取得による無形固定資産の増加によるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、93,946千円の増加となりました。これは、短期借入金による収入（純
額）120,000千円、配当金の支払26,053千円によるものです。 

  
(3）事業上及び財務上の対処すべき課題 
 当第２四半期会計期間において新たに発生した事業上及び財務上の対処すべき課題は、特にありません。 

  
(4）研究開発活動 
 当第２四半期会計期間における研究開発活動の金額は、23,790千円です。なお、当第２四半期会計期間におい
て、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 

  
(5）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し 

 ゲーム分野は、当事業年度において人気タイトル発売が予定されており、堅調に推移すると思われます。当社
は、この分野において引き続き安定的に収益を確保することを想定しております。 

 デジタル家電分野においては、ダビング10の解禁やIP放送の規格統一に向けた動きがみられました。これらの
流れを受けて、今後デジタル家電機器のネットワーク対応は進むと予想されますが、世界的な金融危機と景気後
退の影響もあり、家電メーカー各社は非常に厳しい経営環境に置かれております。当事業年度第1四半期におい
て、期初に見込んでいたいくつかのプロジェクトの中止や延期があり、当分野における事業展開が遅延あるいは
縮小する可能性があります。当社は、従来から取り組んでいるレコーダー案件を確実なものとするとともに、そ
の横展開を狙います。また、ワイヤレス技術と組み合わせた差別化を訴求して参ります。 

 ワイヤレス分野においては、無線LANソリューションに対する引き合いが増加しております。その波を捕まえ
るべく、当社はかねてより株式会社ルネサステクノロジ及びキーストリーム株式会社と協業して参りました。そ
の成果として、株式会社ルネサステクノロジが製造販売する予定の無線LANモジュールに当社の WLANNOEソリュ
ーションが採用されました。また、WPS及びWPAを単体のソフトウェア製品として拡販しております。その成果と
して、WPSが国内カメラメーカー及び海外の半導体メーカーに採用されました。 

  
(6）資本の財源及び資金の流動性についての分析 

 当社の資金状況につきましては、法人税等の支払い、本社研究施設の増床にともなう有形固定資産の取得、販
売用ソフトウェアの取得、及び配当金の支払により、前事業年度に比べ183,743千円減少し、当第２四半期会計
期間末における現金及び現金同等物残高は40,345千円となりました。 

 キャッシュ・フローの状況につきましては、「第一部 企業情報 第２ 事業の状況 ３ 財政状態及び経営
成績の分析 (2)キャッシュ・フローの状況」に記載のとおりです。 
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(7）経営者の問題認識と今後の方針について 

 当社が抱える主な課題は、次の三点です。 

① 形成過程の市場への挑戦 

 当社は、ユビキタス・ネットワーク市場という潜在的に巨大な市場に挑戦しております。当該市場は、未
だ形成の初期にあるため、その成長の仕方には予測困難性があります。当社は、この現出しつつある市場の
中で、他社に先駆けて優れた技術や製品を投入し、先行してシェアを獲得していく考えですが、市場の形成
そのものに不確実性が伴うことは避けられず、当社にとってこれに機敏に対応することが課題となります。

 ② バランスのよい事業ポートフォリオへの移行 

 低下傾向にあるとはいえ、携帯ゲーム分野に対する依存度は依然高水準にあります。その依存度を一刻も
早く低下させ、安定した事業ポートフォリオを形成することが課題です。 

 ③ 優秀な人材を継続的に採用・育成すること  

 当第２四半期会計期間において、エンジニア４名及びマーケティング３名の増員を行いましたが、今後の
成長のため、継続して優秀な人員を獲得し続けることが課題です。 
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第３【設備の状況】 

(1）主要な設備の状況    

 当第２四半期会計期間において、当社が組込データベース事業を開始するにあたり、エンサーク株式会社より

DeviceSQLの知的所有権等を取得し、新たに当社の主要な設備となりました。その設備の状況は、次のとおりで

す。 

  
(2）設備の新設、除却等の計画     

 当第２四半期会計期間において、前四半期会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却等につ
いて、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画は
ありません。 
  
  
  
  

事業所名 
(所在地) 設備の内容 

帳簿価額 
(百万円) 

ソフトウェア 

本社 
（東京都新宿区） 

研究開発施設 107 
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第４【提出会社の状況】 
１【株式等の状況】 
（１）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  
②【発行済株式】 

  
  
  

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 312,000 

計 312,000 

種類 
第２四半期会計期間
末現在発行数（株） 
（平成20年９月30日） 

提出日現在 
発行数（株） 

（平成20年11月14日） 

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 83,500 83,500 

ジャスダック証券
取引所 
（ＮＥＯ） 

－ 

計 83,500 83,500 － － 
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（２）【新株予約権等の状況】 
 旧商法第280条ノ20及び旧商法第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりです。 

平成16年12月24日開催の臨時株主総会決議     

 （注）１．新株予約権の行使の条件 

① 本新株予約権は、上記の新株予約権の行使期間中において、当社の株式が東京証券取引所またはその他の
株式市場（国内外を問わず）に上場した日より１年経過したときより行使できるものとする。 

② 新株予約権者は、以下の区分に従って、各割当数の一部又は全部を行使することができる。なお、以下の
計算の結果、行使可能な新株予約権の数が整数でない場合は、整数に切り上げた数とする。 
ア．当社株式上場日より１年間経過した日より１年間は、割当数の50％まで、新株予約権を行使することが
できる。 

イ．当社株式上場日より２年間経過した日より１年間は、割当数の75％まで、新株予約権を行使することが
できる。 

ウ．当社株式上場日より３年間経過した日以降は、割当数の全てについて、新株予約権を行使することがで
きる。 

③ 本新株予約権の行使時において、当社又はその子会社の取締役、監査役、執行役員又は使用人の何れかの
地位を有している場合に限り行使することが出来る。ただし、相続により本新株予約権を取得した場合、
当該相続人は、遺産分割協議成立日より30日以内に限り行使することができる。 

２．当社が完全子会社となる株式交換又は株式移転を行うときは、株式交換契約書又は当該株式移転にかかる株
主総会決議において以下の定めがなされた場合に限り、完全親会社に新株予約権を継承することができる。

① 承継する新株予約権の目的となる株式の種類及び数 
完全親会社の普通株式とし、当社普通株式１株当たりの完全親会社株式の割当比率により株式数を決定
し、１株未満の端数は切り捨てる。 

② 承継する新株予約権の行使に際して払込をすべき金額 
次の算式により決定し、１円未満の端数は切り上げる。 
承継後払込価額＝承継前払込価額×（１÷当社普通株式１株当たりの完全親会社株式の割当比率） 

③ 承継する新株予約権の行使期間 
当初の権利行使期間とし、承継時に行使期間開始日が到来しているときは、株式交換又は株式移転の効力
発生日から当初権利行使期間の満了日までとする。 

④ 承継する新株予約権の行使の条件及び消却 
当初条件どおりとする。 

３．平成19年６月18日付で、株式１株につき10株の株式分割を行なっております。 

 会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりです。 

区分 第２四半期会計期間末現在 
（平成20年９月30日） 

新株予約権の数（個） 200 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 2,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 25,000 

新株予約権の行使期間 
自 平成19年１月１日 
至 平成24年12月31日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行
価格及び資本組入額（円） 

発行価格  25,000 
資本組入額 12,500 

新株予約権の行使の条件 （注１） 

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡については取締役会の承認を要する。 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注２） 
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平成18年６月30日開催の定時株主総会決議 

 （注）１．新株予約権の行使の条件 

① 本新株予約権は、上記の新株予約権の行使期間中において、当社の株式が東京証券取引所またはその他の
株式市場（国内外を問わず）に上場した日より２年経過したときより行使できるものとする。 

② 本新株予約権の行使時において、当社又はその子会社の取締役、監査役、執行役員又は使用人の何れかの
地位を有している場合に限り行使することが出来る。ただし、相続により本新株予約権を取得した場合、
当該相続人は、遺産分割協議成立日より30日以内に限り行使することができる。 

③ 新株予約権者は、以下の区分に従って、各割当数の一部又は全部を行使することができる。なお、以下の
計算の結果、行使可能な新株予約権の数が整数ではない場合は、整数に切り上げた数とする。 
ア．当社株式上場日より２年間経過した日より１年間は、割当数の25％まで、新株予約権を行使することが
できる。 

イ．当社株式上場日より３年間経過した日より１年間は、割当数の50％まで、新株予約権を行使することが
できる。 

ウ．当社株式上場日より４年間経過した日より１年間は、割当数の75％まで、新株予約権を行使することが
できる。 

エ．当社株式上場日より５年間経過した日以降は、割当数の全てについて、新株予約権を行使することがで
きる。 

２．当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転
（以上を総称して「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生の時点におい
て残存する新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場合につ
き、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる会社（以下「再編対象会社」という。）の新株予約
権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再
編対象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。但し、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約
権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移
転計画において定めた場合に限るものとする。 

① 交付する再編対象会社の新株予約権の数 
残存新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権と同一の数をそれぞれ交付するものとする。 

② 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 
再編対象会社の普通株式とする。 

③ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 
組織再編行為の条件等を勘案の上、決定する。 

④ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 
組織再編行為の条件等を勘案の上、決定する。 

⑤ 新株予約権を行使することができる期間 
当初権利行使期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、当初権利行使期間の

区分 第２四半期会計期間末現在 
（平成20年９月30日） 

新株予約権の数（個） 380 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 3,800 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 35,000 

新株予約権の行使期間 
自 平成21年４月１日 
至 平成27年３月31日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行
価格及び資本組入額（円） 

発行価格  35,000 
資本組入額 17,500 

新株予約権の行使の条件 （注１） 

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡については取締役会の承認を要する。 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注２） 
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満了日までとする。 

３．平成19年６月18日付で、株式１株につき10株の株式分割を行なっております。 

平成18年10月30日開催の臨時株主総会決議 

 （注）１．新株予約権の行使の条件 

① 本新株予約権は、上記の権利行使期間中において、当社の株式が東京証券取引所またはその他の株式市場
（国内外を問わず）に上場した日より２年経過したときより行使できるものとする。 

② 本新株予約権の行使時において、当社又はその子会社の取締役、監査役、執行役員又は使用人の何れかの
地位を有している場合に限り行使することが出来る。ただし、相続により本新株予約権を取得した場合、
当該相続人は、遺産分割協議成立日より30日以内に限り行使することができる。 

③ 新株予約権者は、以下の区分に従って、各割当数の一部又は全部を行使することができる。なお、以下の
計算の結果、行使可能な新株予約権の数が整数ではない場合は、整数に切り上げた数とする。 
ア．当社株式上場日より２年間経過した日より１年間は、割当数の25％まで、新株予約権を行使することが
できる。 

イ．当社株式上場日より３年間経過した日より１年間は、割当数の50％まで、新株予約権を行使することが
できる。 

ウ．当社株式上場日より４年間経過した日より１年間は、割当数の75％まで、新株予約権を行使することが
できる。 

エ．当社株式上場日より５年間経過した日以降は、割当数の全てについて、新株予約権を行使することがで
きる。 

２．当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転
（以上を総称して「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生の時点におい
て残存する新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場合につ
き、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる会社（以下「再編対象会社」という。）の新株予約
権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再
編対象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。但し、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約
権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移
転計画において定めた場合に限るものとする。 

① 交付する再編対象会社の新株予約権の数 
残存新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権と同一の数をそれぞれ交付するものとする。 

② 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 
再編対象会社の普通株式とする。 

③ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 
組織再編行為の条件等を勘案の上、決定する。 

区分 第２四半期会計期間末現在 
（平成20年９月30日） 

新株予約権の数（個） 75 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 750 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 35,000 

新株予約権の行使期間 
自 平成21年４月１日 
至 平成27年３月31日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行
価格及び資本組入額（円） 

発行価格  35,000 
資本組入額 17,500 

新株予約権の行使の条件 （注１） 

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡については取締役会の承認を要する。 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注２） 
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④ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 
組織再編行為の条件等を勘案の上、決定する。 

⑤ 新株予約権を行使することができる期間 
当初権利行使期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、当初権利行使期間の
満了日までとする。 

３．平成19年６月18日付で、株式１株につき10株の株式分割を行なっております。 

  
平成20年６月20日開催の定時株主総会決議 

 （注）１．新株予約権の行使の条件 

① 本新株予約権の行使時において、当社又はその子会社の取締役、監査役、執行役員又は使用人の何れかの
地位を有している場合に限り行使することが出来る。ただし、相続により本新株予約権を取得した場合、
当該相続人は、遺産分割協議成立日より30日以内に限り行使することができる。 

② 新株予約権者は、以下の区分に従って、各割当数の一部又は全部を行使することができる。なお、以下の
計算の結果、行使可能な新株予約権の数が整数ではない場合は、整数に切り上げた数とする。 
ア．本新株予約権の割当日より２年間経過した日より１年間は、割当数の25％まで、新株予約権を行使する
ことができる。 

イ．本新株予約権の割当日より３年間経過した日より１年間は、割当数の50％まで、新株予約権を行使する
ことができる。 

ウ．本新株予約権の割当日より４年間経過した日より１年間は、割当数の75％まで、新株予約権を行使する
ことができる。 

エ．本新株予約権の割当日より５年間経過した日以降は、割当数の全てについて、新株予約権を行使するこ
とができる。 

２．当社が完全子会社となる株式交換又は株式移転を行う場合には、株式交換又は株式移転の効力発生の時点に
おいて残存する新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場合に
つき、株式交換により当社の発行済株式の全部を取得する株式会社又は株式移転により設立する株式会社
（以下「完全親会社」という。）の新株予約権を以下の条件により交付するものとする。 

① 交付する完全親会社の新株予約権の数 
残存新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権と同一の数をそれぞれ交付するものとする。 

② 新株予約権の目的である株式の種類 
完全親会社の普通株式。 

③ 新株予約権の目的である株式の数 
新株予約権の目的である株式の数（調整がなされた場合には調整後の株式数）に、株式交換又は株式移転
の際に当社株式１株に対して割り当てられる完全親会社の株式の数（以下「割当比率」という。）を乗じ

区分 第２四半期会計期間末現在 
（平成20年９月30日） 

新株予約権の数（個） 355 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 355 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 167,300 

新株予約権の行使期間 
自 平成22年７月１日 
至 平成28年６月30日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行
価格及び資本組入額（円） 

発行価格  167,300 
資本組入額  83,650 

新株予約権の行使の条件 （注１） 

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡については取締役会の承認を要する。 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注２） 
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て計算し、１株未満の端数はこれを切り捨てる。 
④ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 
 承継後行使価額  ＝  承継前行使価額  ×  １／割当比率 

⑤ 新株予約権を行使することができる期間 
株式交換又は株式移転の効力発生日より、当初権利行使期間の満了日までとする。 

  
（３）【ライツプランの内容】 

     該当事項はありません。 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  
（５）【大株主の状況】 

  

年月日 
発行済株式
総数増減数
（株） 

発行済株式
総数残高
（株） 

資本金増減
額（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金
増減額 
（千円） 

資本準備金
残高 
（千円） 

平成20年７月１日～ 
平成20年９月30日 

－ 83,500 － 509,375 － 479,375 

平成20年９月30日現在

氏名又は名称 住所 所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％） 

末松 亜斗夢  東京都千代田区 14,665 17.56 

鈴木 仁志  東京都世田谷区 14,665 17.56 

中山 佳久  神奈川県川崎市幸区 11,165 13.37 

川内 雅彦  東京都多摩市 3,000 3.59 

麻生 博文  東京都渋谷区 3,000 3.59 

黒田 賢  東京都杉並区 1,957 2.34 

長谷川 和宏  神奈川県川崎市多摩区 1,928 2.30 

ユビキタス従業員持株会  東京都新宿区西新宿1-25-1 1,559 1.86 

ジャフコＶ1-Ｂ号投資事業有限責任組合  東京都千代田区丸の内1-8-2 767 0.91 

ミレニアム二千投資事業有限責任組合  東京都千代田区丸の内1-9-1 756 0.90 

計 － 53,462 64.02 
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（６）【議決権の状況】 
①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

 該当事項はありません。 
  

２【株価の推移】 

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所ＮＥОにおけるものです。 
  
  

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  
  

平成20年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 
普通株式  
83,500  

83,500 － 

単元未満株式 － － － 

発行済株式総数 83,500 － － 

総株主の議決権 － 83,500 － 

月別 平成20年 
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最 高（円） 233,000 247,000 186,000 150,000 86,500 101,900 

最 低（円） 188,000 179,000 117,000 90,700 57,100 56,800 
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第５【経理の状況】 

１．四半期財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第
63号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 
 なお、当第２四半期会計期間（平成20年７月１日から平成20年９月30日）については、「財務諸表等の用語、様
式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日内閣府令第50号）附則第６条第１
項第５号ただし書きにより、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期会計期間（平成20年７月１日から平
成20年９月30日まで）及び当第２四半期累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半期財
務諸表について、監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 

３．四半期連結財務諸表について 

  当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。 
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１【四半期財務諸表】 
（１）【四半期貸借対照表】 

（単位：千円）

当第２四半期会計期間末 
(平成20年９月30日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

資産の部   
流動資産   
現金及び預金 40,345 224,088 
売掛金 221,081 198,235 
有価証券 97,220 100,000 
仕掛品 1,617 － 
前払費用 13,089 14,035 
繰延税金資産 5,483 12,083 
その他 6,984 4,082 
貸倒引当金 － △1,768 

流動資産合計 385,822 550,757 

固定資産   
有形固定資産   
建物 20,837 7,892 
減価償却累計額 △3,170 △2,002 

建物（純額） 17,666 5,889 
工具、器具及び備品 37,765 19,286 
減価償却累計額 △8,705 △5,406 

工具、器具及び備品（純額） 29,060 13,879 

有形固定資産合計 46,727 19,768 
無形固定資産   
ソフトウエア 109,493 13,355 
ソフトウエア仮勘定 12,948 － 
商標権 2,986 3,150 
無形固定資産合計 125,428 16,506 

投資その他の資産   
投資有価証券 487,475 565,964 
長期預金 600,000 600,000 
差入保証金 62,804 62,804 
繰延税金資産 36,970 3,204 
投資その他の資産合計 1,187,250 1,231,973 

固定資産合計 1,359,406 1,268,249 

資産合計 1,745,228 1,819,006 
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（単位：千円）

当第２四半期会計期間末 
(平成20年９月30日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

負債の部   
流動負債   
短期借入金 120,000 － 
未払金 6,290 4,510 
未払費用 2,339 5,859 
前受金 2,362 － 
未払法人税等 38,813 101,439 
未払消費税等 － 13,585 
未払配当金 2,305 － 
預り金 3,481 4,055 
賞与引当金 － 6,560 
流動負債合計 175,593 136,010 

負債合計 175,593 136,010 
純資産の部   
株主資本   
資本金 509,375 509,375 
資本剰余金 479,375 479,375 
利益剰余金 578,654 694,245 
株主資本合計 1,567,404 1,682,995 

新株予約権 2,229 － 

純資産合計 1,569,634 1,682,995 

負債純資産合計 1,745,228 1,819,006 
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（２）【四半期損益計算書】 
【第２四半期累計期間】 

（単位：千円）

当第２四半期累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日) 

売上高  
ソフトウェア使用許諾売上高 305,691 
サポート売上高 21,831 
ソフトウェア受託開発売上高 43,000 
売上高合計 370,523 

売上原価 56,519 
売上総利益 314,003 
販売費及び一般管理費  
役員報酬 37,257 
給料及び手当 32,998 
法定福利費 5,625 
減価償却費 2,179 
不動産賃借料 17,497 
支払手数料 40,705 
消耗品費 4,722 
研究開発費 60,338 
その他 15,356 
販売費及び一般管理費合計 216,682 

営業利益 97,321 
営業外収益  
受取利息 2,406 
有価証券利息 4,690 
その他 0 
営業外収益合計 7,097 

営業外費用  
支払利息 185 
有価証券評価損 2,780 
営業外費用合計 2,965 

経常利益 101,453 
特別利益  
貸倒引当金戻入額 1,768 
特別利益合計 1,768 

特別損失  
投資有価証券評価損 78,241 
特別損失合計 78,241 

税引前四半期純利益 24,980 
法人税、住民税及び事業税 37,978 
法人税等調整額 △27,166 

法人税等合計 10,812 

四半期純利益 14,168 
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【第２四半期会計期間】 
（単位：千円）

当第２四半期会計期間 
(自 平成20年７月１日 
 至 平成20年９月30日) 

売上高  
ソフトウェア使用許諾売上高 191,539 
サポート売上高 11,603 
ソフトウェア受託開発売上高 35,000 
売上高合計 238,143 

売上原価 47,483 
売上総利益 190,660 

販売費及び一般管理費  
役員報酬 18,000 
給料及び手当 19,144 
法定福利費 2,904 
減価償却費 1,172 
不動産賃借料 7,542 
支払手数料 20,599 
消耗品費 1,878 
研究開発費 23,790 
その他 9,744 
販売費及び一般管理費合計 104,777 

営業利益 85,883 

営業外収益  
受取利息 1,209 
有価証券利息 2,292 
その他 0 
営業外収益合計 3,502 

営業外費用  
支払利息 185 
有価証券評価損 2,780 
営業外費用合計 2,965 

経常利益 86,420 
特別利益  
貸倒引当金戻入額 1,225 
特別利益合計 1,225 

特別損失  
投資有価証券評価損 78,241 
特別損失合計 78,241 

税引前四半期純利益 9,403 
法人税、住民税及び事業税 37,091 
法人税等調整額 △33,717 

法人税等合計 3,373 

四半期純利益 6,029 
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】 
（単位：千円）

当第２四半期累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  
税引前四半期純利益 24,980 
減価償却費 15,823 
株式報酬費用 2,229 
貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,768 
賞与引当金の増減額（△は減少） △6,560 
有価証券評価損益（△は益） 2,780 
投資有価証券評価損益（△は益） 78,241 
受取利息及び受取配当金 △2,406 
有価証券利息 △4,690 
支払利息 185 
売上債権の増減額（△は増加） △22,845 
たな卸資産の増減額（△は増加） △1,617 
未払金の増減額（△は減少） 1,780 
未払費用の増減額（△は減少） △3,519 
未払消費税等の増減額（△は減少） △13,585 
前受金の増減額（△は減少） 2,362 
預り金の増減額（△は減少） △574 
その他 △52 

小計 70,762 

利息及び配当金の受取額 7,226 
利息の支払額 △185 
法人税等の支払額 △102,389 

営業活動によるキャッシュ・フロー △24,586 

投資活動によるキャッシュ・フロー  
有形固定資産の取得による支出 △31,424 
無形固定資産の取得による支出 △120,278 

投資活動によるキャッシュ・フロー △151,703 

財務活動によるキャッシュ・フロー  
短期借入れによる収入 150,000 
短期借入金の返済による支出 △30,000 
配当金の支払額 △127,453 

財務活動によるキャッシュ・フロー △7,453 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △183,743 

現金及び現金同等物の期首残高 224,088 
現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  40,345 
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

【簡便な会計処理】 

   該当事項はありません。 
  
【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】 

   該当事項はありません。 
  
  
【注記事項】 
（四半期貸借対照表関係） 

 該当事項はありません。 
  
  

（四半期損益計算書関係） 

 該当事項はありません。 
  
  

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係） 

  
当第２四半期累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

１．会計処理基準に関する事
項の変更 

たな卸資産の評価基準及び評価方法の変更 

 通常の販売目的で保有するたな卸資産に
ついては、従来、個別法による原価法によ
っておりましたが、第１四半期会計期間よ
り「棚卸資産の評価に関する会計基準」
（企業会計基準第９号 平成18年７月５
日）が適用されたことに伴い、個別法によ
る原価法（貸借対照表価額については収益
性の低下に基づく簿価切下げの方法）によ
り算定しております。この変更に伴う損益
に与える影響はありません。 

当第２四半期累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記され
ている科目の金額との関係 

     （平成20年９月30日現在） 
                            （千円） 

現金及び預金勘定 40,345    
現金及び現金同等物 40,345    
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（株主資本等関係） 
当第２四半期会計期間末（平成20年９月30日）及び当第２四半期累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20
年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

  
２．自己株式の種類及び株式数 
 該当事項はありません。 
  
３．新株予約権等に関する事項 
 ストック・オプションとしての新株予約権 

  
４．配当に関する事項 

   配当金支払額 

（有価証券関係） 

 該当事項はありません。 
  
（デリバティブ取引関係） 

 該当事項はありません。 
  
（持分法損益等） 

該当事項はありません。  
  

普通株式    83,500株 

新株予約権の四半期会計期間末残高  2,229千円 

（決議） 

株式の 
種類 

配当金の 
総額 
（千円） 

１株当た
り 
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 
配当の 
原資  

平成20年６月20日 
定時株主総会 

普通株式 129,759 1,554  平成20年３月31日  平成20年６月23日 
利益剰
余金 
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（ストック・オプション等関係） 

当第２四半期会計期間（自平成20年７月１日 至平成20年９月30日） 

１．ストック・オプションに係る当第２四半期会計期間における費用計上額及び科目名 

売上原価、販売費及び一般管理費  2,229千円 
  

２. 当第２四半期会計期間に付与したストック・オプションの内容 

(注)１ 上記権利行使期間の範囲内で、下記の権利行使の条件を満たすことによって権利確定します。 

  新株予約権者は、以下の区分に従って、各割当数の一部又は全部を行使することができる。なお、以下の
計算の結果、行使可能な新株予約権の数が整数ではない場合は、整数に切り上げた数とする。 
ア．本新株予約権の割当日より２年間経過した日より１年間は、割当数の25％まで、新株予約権を行使す
ることができる。 

イ．本新株予約権の割当日より３年間経過した日より１年間は、割当数の50％まで、新株予約権を行使す
ることができる。 

ウ．本新株予約権の割当日より４年間経過した日より１年間は、割当数の75％まで、新株予約権を行使す
ることができる。 

エ．本新株予約権の割当日より５年間経過した日以降は、割当数の全てについて、新株予約権を行使する
ことができる。 

(注)２ ア.～エ. は、上記(注)１の権利確定条件及び対象勤務期間のア.～エ.に対応しています。 

  平成20年ストック・オプション 

 付与対象者の区分及び人数  当社従業員 ６名 

 株式の種類別のストック・オプションの付与数  普通株式 355株 

 付与日  平成20年７月１日 

 権利確定条件 
 本新株予約権の行使時において、当社又はその子会社
の取締役、監査役、執行役員又は使用人のいずれかの
地位を有していること 

 対象勤務期間  付与日から権利確定日 (注)１ まで 

 権利行使期間  自平成22年７月１日 至平成28年６月30日 

 権利行使価格（円） 167,300 

 付与日における公正な評価単価（円） (注)２ 

ア. 75,088 
イ. 78,131 
ウ. 80,899 
エ. 83,424 
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（１株当たり情報） 
１．１株当たり純資産額 

  
２．１株当たり四半期純利益金額等 

 （注）１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下
のとおりです。 

当第２四半期会計期間末 
（平成20年９月30日） 

前事業年度末 
（平成20年３月31日） 

１株当たり純資産額 18,798.02 円 １株当たり純資産額 20,155.63 円 

当第２四半期累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期会計期間 
（自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日） 

１株当たり四半期純利益金額 169.67 円 
潜在株式調整後１株当たり 
四半期純利益金額 

160.13 円 

１株当たり四半期純利益金額 72.21 円 
潜在株式調整後１株当たり 
四半期純利益金額 

70.60 円 

  
当第２四半期累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期会計期間 
（自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日） 

１株当たり四半期純利益金額     

四半期純利益（千円） 14,168 6,029 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る四半期純利益（千円） 14,168 6,029 

期中平均株式数（株） 83,500 83,500 

      

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額     

 四半期純利益調整額（千円） － － 

普通株式増加数（株） 4,974 1,909 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後
１株当たり四半期純利益の算定に含めなかっ
た潜在株式で前事業年度末から重要な変動が
あったものの概要 

該当事項はありません。 該当事項はありません。 
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（重要な後発事象） 

（リース取引関係） 

  当社はリース取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 
  
  

２【その他】 
該当事項はありません。 

当第２四半期会計期間 
（自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日） 

１. 投資有価証券売却損の発生 

当社が保有する投資有価証券「アンデス開発公社円貨債券」（額面金
額200,000千円）につき、経済や債券市場の状況、中南米のカントリー
リスクの上昇、及び当債券の時価の急激な下落を考慮して、平成20年
10月24日当債券を売却いたしました。これにより、平成21年３月期第
３四半期において、特別損失として投資有価証券売却損47,793千円を
計上する事実が発生しております。 

 ２. 有価証券（債券）償還に重要な影響を及ぼす事実の発生 

当社が保有する有価証券「ドイツ銀行債券と日経平均連動デリバティ
ブの仕組債」（券面金額100,000千円）は、年率6.3％、償還日（平成
21年３月18日）の５取引所営業日前の取引所の取引時間終了時までに
日経平均株価が一度もノックイン価格（7,866円）以下にならなかった
場合は、償還日に券面金額の100％で償還される債券ですが、平成20年
10月24日に日経平均株価がノックイン価格を下回ったため、償還日に
以下の算式による償還率となる事実が発生しております。 

償還率（％）＝ 100 ×（１－２×（ 13,110円－償還日の５取引所 
        営業日前終値）／ 13,110円 ） 

         （０％≦償還率≦100％） 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

平成20年11月13日

株式会社ユビキタス 

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ 

 
指定社員 
業務執行社員   公認会計士 浅 枝  芳 隆  印 

 
指定社員 
業務執行社員   公認会計士 津 田  英 嗣  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ユビキ

タスの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第８期事業年度の第２四半期会計期間（平成20年７月１日から平成

20年９月30日まで）及び第２四半期累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半期財務諸表、す

なわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。

この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明

することにある。 

  

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

  

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ユビキタスの平成20年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了す

る第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正

に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  
追記情報 
 １. 重要な後発事象１.に、投資有価証券売却損の発生に関する記載がある。 
 ２. 重要な後発事象２.に、有価証券（債券）償還に重要な影響を及ぼす事実の発生に関する記載がある。 
  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 (注) １. 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半 
  期報告書提出会社）が別途保管しております。 

    ２. 四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。 
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